
山口県の財務書類【概要版】

（令和４年度決算）

令和５年10月





財務書類の対象範囲

▼一般会計等 一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計（普通会計と対象は同じ）

▼県 全 体 一般会計等に地方公営事業会計を加えたもの

▼連 結 県全体に地方独立行政法人及び公益法人・一般法人若しくは会社法法人で県の出資

比率が25％以上の第三セクター等を加えたもの

財務書類の構成

▼貸借対照表 県が所有する資産や債務などのストック情報を示すもの

▼行政コスト計算書 県の経常的な活動に伴うコストと受益者負担による収入を示すもの

▼純資産変動計算書 純資産が一会計期間中にどのように増減したかを示すもの

▼資金収支計算書 一会計期間中の現金の収支を示すもの

※従前のモデルから変更ありません。

※従前のモデルから変更ありません。

１

はじめに

◇ 県では、これまでも、資産や負債等に関するストックの状況や、資産形成につながらない行政活

動の状況など、県の総合的な財政状況を把握するため、「総務省方式改訂モデル」を採用し、普通

会計ベース及び連結ベースで財務書類を作成してきたところです。

◇ 平成28年度決算分からは、平成27年１月に総務省が示した固定資産台帳の整備や複式簿記の導入

を前提とした「全国統一的な基準」に基づき、財務書類を作成しています。



１ 一般会計等の財務書類

(1) 貸借対照表 《年度末時点における資産や負債などのストック情報》

◇ 令和４年度末の資産は２兆9,030億円、負債は１兆3,102億円で、資産が負債を上回り、純資産は１兆

5,928億円となっています。

◇ 資産は、会計期間中に372億円減少しており、その主な要因は、道路・港湾などのインフラ施設に係る減

価償却累計額の増加によるものです。

◇ 負債は、会計期間中に395億円減少しており、その主な要因は、公共事業等の財源に充当する一般分等の

県債残高縮減に努めたことによるものです。

◇ 県民１人当たりに換算すると、期末時点の資産が220万円、負債が99万円となっています。

（単位　億円）

期首 ａ 期末 ｂ 増減 ｂ－ａ 期首 ａ 期末 ｂ 増減 ｂ－ａ

固定資産 28,750 28,399 △ 351 固定負債 12,231 11,692 △ 539

有形固定資産 27,131 26,631 △ 500 地方債（長期） 10,807 10,330 △ 477

事業用資産 3,791 3,715 △ 76 退職手当引当金 1,380 1,315 △ 65

インフラ資産 23,177 22,753 △ 424 その他 44 47 3

物　品 163 163 0 流動負債 1,266 1,410 144

無形固定資産 119 113 △ 6 地方債（短期） 1,096 1,238 142

投資その他資産 1,500 1,655 155 賞与等引当金 137 137 0

流動資産 652 631 △ 21 その他 33 35 2

現金預金 417 324 △ 93 13,497 13,102 △ 395

その他 235 307 72 純資産 15,905 15,928 23

29,402 29,030 △ 372 負債・純資産合計 29,402 29,030 △ 372

《県民１人当たり》 （単位　万円）

期首 ａ 期末 ｂ 増減 ｂ－ａ 期首 ａ 期末 ｂ 増減 ｂ－ａ

負  債 101 99 △ 2

地方債 89 88 △ 1

純資産 120 121 1

※住民基本台帳人口 期首（R４.３月末時点） 1,332,546 人 期末（R５.３月末時点） 1,318,077 人

資産合計

負債合計

科　　目 科　　目

科　　目 科　　目

△ 1資　産 221 220

２



◇ 令和４年度における本県の行政サービスに係る経常的な費用は5,860億円、経常的な収益は170億円、費用

と収益の差し引きである純経常行政コストは5,690億円となっています。

◇ 災害復旧事業費等の臨時損失は52億円となっています。

◇ 純経常行政コストに、臨時損失・臨時利益を加えた純行政コストは5,741億円となっています。

◇ 県民１人当たりに換算すると、純行政コストは43万円となっています。

（単位　億円） 《県民１人当たり》（単位　万円）

R３年度 R４年度 増　減 R３年度 R４年度 増　減

ａ ｂ ｂ－ａ ａ ｂ ｂ－ａ

業務費用 3,376 3,308 △ 68 25 25 0

人件費（職員給与費、退職手当引当金繰入額等） 1,660 1,666 6 13 13 0

物件費（需用費、委託料、使用料・賃借料等） 593 598 5 4 4 0

維持補修費 133 76 △ 57 1 1 0

減価償却費 849 839 △ 10 6 6 0

その他の業務費用（支払利息等） 141 129 △ 12 1 1 0

移転費用（県以外の主体に移転するコスト） 2,534 2,552 18 19 19 0

補助金等 2,006 1,996 △ 10 15 15 0

その他の移転費用（社会保障給付費、繰出金等） 528 556 28 4 4 0

経常費用 Ａ 5,910 5,860 △ 50 44 44 0

経常収益（使用料・手数料等） Ｂ 178 170 △ 8 1 1 0

純経常行政コスト Ｃ（Ａ－Ｂ） 5,732 5,690 △ 42 43 43 0

臨時損失 Ｄ 50 52 2 0 0 0

臨時利益 Ｅ 22 1 △ 21 0 0 0

純行政コスト Ｃ＋Ｄ－Ｅ 5,760 5,741 △ 19 43 43 0

科　　目

純行政コストは、税収や国補助金などで賄うことになります（次ページを参照ください）。
３

(2) 行政コスト計算書 《経常的な活動に伴うコストと受益者負担による収入》

（一般会計等 つづき）



◇ 会計期間中に本県の純資産（資産－負債）は

23億円増加し、期末残高は１兆5,928億円とな

っています。

◇ 主な増加理由は、県税の増によるものです。

（単位　億円）

金　　額

前年度末純資産残高 Ａ 15,905

純行政コスト（△） Ｂ △ 5,741

財　源 Ｃ 5,836

税収等（県税、地方交付税等） 4,307

国等補助金 1,529

本年度差額 Ｄ（Ｂ＋Ｃ） 95

資産評価差額 Ｅ △ 59

無償所管換等 Ｆ △ 13

本年度純資産変動額 Ｇ（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 23

本年度末純資産残高 Ａ＋Ｇ 15,928

科　　目

貸借対照表の期末の「純資産」に一致します。

行政コスト計算書で算定された純行政コストを

マイナス計上しています。

純行政コストを賄う財源を示しています。

４

(3) 純資産変動計算書

（一般会計等 つづき）

◇ 会計期間中に本県の現金預金は93億円減少し、期

末時点の残高は324億円となっています。

◇ 経常的な行政サービスの提供等に係る業務活動収支

は＋766億円、投資活動収支は△526億円、財務活動収

支は△335億円となっています。

(4) 資金収支計算書

（単位　億円）

金　　額

業務活動収支（経常的な行政サービスの提供等） 766

業務支出（人件費、物件費、支払利息等） 5,756

業務収入（税収、地方交付税、国庫補助金等） 6,539

臨時支出（災害復旧費用等） 42

臨時収入（災害復旧費用に係る国庫補助金等） 25

投資活動収支（固定資産や基金・貸付金等） △ 526

投資活動支出（資産形成に係る工事請負費等） 1,522

投資活動収入（基金取崩、貸付金元金回収等） 996

財務活動収支（地方債の発行や償還） △ 335

財務活動支出（地方債償還金等） 1,118

財務活動収入（地方債発行収入） 783

本年度資金収支額 Ａ △ 95

本年度歳計外現金増減額 Ｂ 2

前年度末現金預金残高 Ｃ 417

本年度末現金預金残高 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 324

科　　目

貸借対照表の期末の「現金預金」に一致します。



全体財務書類とは、一般会計等に地方公営事業会計を加えた財務書類です。

《地方公営事業会計（８会計）》

▼工業用水道事業会計 ▼電気事業会計 ▼流域下水道事業会計

▼港湾整備事業特別会計 ▼下関漁港地方卸売市場特別会計 ▼当せん金付証票発売事業特別会計

▼国民健康保険特別会計 ▼産業団地整備事業特別会計

５

（単位　億円）

科　　目 期首　ａ 期末  ｂ 増減 ｂ－ａ 科　　目 期首　ａ 期末  ｂ 増減 ｂ－ａ

負　債 14,145 13,792 △ 353

純資産 16,590 16,616 26
30,408資　産 △ 32730,735

（単位　億円）

科　　目 R３年度 ａ R４年度 ｂ 増減 ｂ－ａ 科　　目 R３年度 ａ R４年度 ｂ 増減 ｂ－ａ

経常費用 7,388 7,298 △ 90 臨時損失 51 53 2

経常収益 279 271 △ 8 臨時利益 23 1 △ 22

純経常行政コスト 7,109 7,027 △ 82 純行政コスト 7,137 7,079 △ 58

２ 全体財務書類

貸借対照表

行政コスト計算書

全体財務書類及び連結財務書類（次ページ）は、県の一般会計等に、それぞれの基準に従った会計・団体を加えることによって、
公的な性質を持つ会計・団体を一つの行政サービス主体と捉え、財務状況を総合的に示すものとして作成したものです。
ここに計上している資産や負債が、そのまま県の一般会計等に帰属するものではありません。



連結財務書類とは、全体財務書類に地方独立行政法人及び三セク等を加えた財務書類です。

《地方独立行政法人（３法人）》

▼公立大学法人山口県立大学 ▼山口県産業技術センター ▼山口県立病院機構

《三セク等（21団体）》

▼(公財)山口県健康福祉財団 ▼(公財)山口きらめき財団 ▼(公財)やまぐち産業振興財団

▼(公財)やまぐち農林振興公社 ▼(公財)山口県国際交流協会 ▼(公財)山口県暴力追放運動推進センター

▼(公財)やまぐち移植医療推進財団 ▼(一財)山口県国際総合センター ▼(一財)山口県施設管理財団

▼(一財)やまぐち森林担い手財団 ▼(一財)山口県建設技術センター ▼(一財)山口県老人クラブ連合会

▼(公社)山口県青果物基金協会 ▼(公社)山口県畜産振興協会 ▼(公社)山口県栽培漁業公社

▼(一社)無角和種振興公社 ▼(一社)山口県林業用苗木需給安定基金協会 ▼岩国空港ビル(株)

▼山口宇部空港ビル(株)       ▼山口県流通センター(株) ▼やまぐち港湾運営(株)

６

（単位　億円）

科　　目 期首　ａ 期末  ｂ 増減 ｂ－ａ 科　　目 期首　ａ 期末  ｂ 増減 ｂ－ａ

負  債 14,613 14,283 △ 330

純資産 16,791 16,826 35
31,109資  産 △ 29531,404

（単位　億円）

科　　目 R３年度 ａ R４年度 ｂ 増減 ｂ－ａ 科　　目 R３年度 ａ R４年度 ｂ 増減 ｂ－ａ

経常費用 7,600 7,533 △ 67 臨時損失 51 60 9

経常収益 496 502 6 臨時利益 23 7 △ 16

純経常行政コスト 7,104 7,031 △ 73 純行政コスト 7,132 7,084 △ 48

３ 連結財務書類

貸借対照表

行政コスト計算書



◇ 本県の期末時点の有形固定資産は、取得価額が５兆2,608億円（期首比＋321億円）、減価償却累計額が２

兆5,977億円（期首比＋821億円）、差し引きの現在簿価が２兆6,631億円（期首比△500億円）となっていま

す。

◇ 有形固定資産のうち、償却資産について、耐用年数に対してどの程度経過しているのかを示す「有形固定

資産減価償却率」は、期末時点で55.4％となっています。

４ 固定資産台帳

（単位　億円）

取得価額
減価償却
累 計 額

現在簿価 取得価額
減価償却
累 計 額

現在簿価 取得価額
減価償却
累 計 額

現在簿価

事業用資産 7,536 3,745 3,791 7,576 3,861 3,715 40 116 △ 76

1,622 1,622 1,601 1,601 △ 21 0 △ 21

4 4 4 4 0 0 0

※ 5,378 3,385 1,993 5,432 3,487 1,945 54 102 △ 48

※ 501 360 141 507 374 133 6 14 △ 8

31 31 32 32 1 0 1

インフラ資産 44,477 21,300 23,177 44,758 22,005 22,753 281 705 △ 424

3,945 3,945 3,958 3,958 13 0 13

※ 366 158 208 367 167 200 1 9 △ 8

※ 40,050 21,142 18,908 40,307 21,838 18,469 257 696 △ 439

道　路 ※ 24,206 11,157 13,049 24,346 11,590 12,756 140 433 △ 293

海　岸 ※ 5,522 3,079 2,443 5,538 3,183 2,355 16 104 △ 88

砂　防 ※ 5,533 3,875 1,658 5,593 3,948 1,645 60 73 △ 13

港　湾 ※ 3,321 2,156 1,165 3,341 2,212 1,129 20 56 △ 36

その他 ※ 1,468 875 593 1,489 905 584 21 30 △ 9

116 116 126 126 10 0 10

物　品 ※ 274 111 163 274 111 163 0 0 0

52,287 25,156 27,131 52,608 25,977 26,631 321 821 △ 500

建設仮勘定

工作物等

区　　分

土　地

立木竹

建　物

期首　ａ 期末　ｂ 増減　ｂ－ａ

土　地

建　物

建設仮勘定

有形固定資産計

減価償却率 54.0% 55.4% 1.4%

工作物等

有形固定資産減価償却率：償却資産（区分名に「※」が付いた資産）を対象に、減価償却累計額／取得価額で算出。 ７


